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析す る(第一節)。 そして、この ような基本的立場か ら、権利能力なき社団の財産の帰属関
係についての ドイッやわが国の学説 ・判例にみ られる組合財産説 。含有説 ・総有説を批判 し、
前述のような前法的実体としての権利主体性を内在せしめている社団そのものの単独所有 と
して構成すべ しと説き(第.二節 〉、また、英米法 に発した信託法理によつて権禾ij能力なき社
団の財産帰属関係を構成 しようとする行き方に も無理がある、と論ずる(第三節)。そして




べ し、 と説 く(第 四節)。
4.第 三章に澄いては、提出老 は、 とくに対外的な法律行為に よって権利能力な き社団が負担
した債務、,澄よび代表 者が第三者 に対 して行 な った不法行為 についての責任 の問題 を論ず る。
す なわ ち、.まず・ これ らの問題の ドづツでの取扱われ方 を概観 し・そ こでの取引上 の債務に
つ き組 合的 な無 限責任構 成か ら社団的 な有限責任構成へ の学説 ・判 例の変遷、海 よび権利能
力な き社団の不法行為責任が認め らμるにいた る過程 を紹介 する(第 一節)。 っいで、 わが
国に訟けるこの問題 につい ての学説 。判 例を分析 。批判 し、権利能力なき社団 の取 引上の債
務や責任 は、社会的 レヴエルに診け る社団の単一性のゆえに、当然社団 の財産のみがその引
き当て とされるべ きで ある として、構成員各人の有限責任構成を論 じ、 また権利能力 なき社
団の不法行為責任について も、現在の通説 と同 じくこれ を肯定 しつつ も、その論理 構成 と し
ては、機関関係 の理論 を却 け、他人の行為 につい て認め られ る代理責任(ViCario寧s
ユiabiユi七ア)で ある とする近時 の有力 な少 頚説に同調する。
論 文 審 査 結 果 の 要 旨
権利能 力なき社団の問題は、民法学一上古い問題 であるとともに、いまだに完全な解答の出さ
れていない難問のひとつである。本論文は、 この問題に真正面か ら取 り組 み、 わが国の文献は
い うに及ばず、最近にいた るまでの ドイ ツの文献を も広 く渉猟 して これ らに綿密な検討 を加え、
さ らに必要に応 じて英米 、 フランスの文献 に も検討の筆をのば し、 これらを参考 と しつつ、 わ
が国法の もとでの解釈論 の構成を試みている。 この ように、従来の諸学説 を十 分に整理 す ると
と もに、それ らの批判 的な摂取の上 に提出者 自身の見解 を力強 く打 ち出 した点 に、本論文のす
ぐれた学問的価値 が認 められる。
もちろん、本論文 に も望蜀 の感が ないわけでは ない。す なわち、その1は 、権利能力 なき社
団に訟け る、権利 能力つま り法人格 とはちが った平 面にあ るとされる ところの、権利主体性 と
い う概念 が、法学的 には必ず しも十分に消化 されないままで展開されてい るきらいが な くはな
い ことであ り、その2は 、権利能力な き社団 をめ ぐる法律関係の処理 とい う問題の実用法 学.上
の具体的意味 を完全 に突 きっめた形 で追及するとい うところに まではいた つていない憾みが あ
る。 とい うことである。 しか し、 これ も、やがては克眼されて将来の大成 を十分期待 しうる程
度 の蝦瑛で あり、民法学 の現段階 に澄いての本論文のす ぐれた価値を減殺する もの ではない。
以.上に より本学位論文提出者は法学博士の学位 を授毒 されるに値いするものと認 める。
法5
